
lEog 有力特許に引用された 科学論文の定量分析 

  

近藤正幸 ( 文科 省 ・科学技術政策研Ⅰ構図六 ) 

1. はじめに 世界の様々な 発明者による 特許であ るので「世界時 

科学研究とイノベーションの 関係の解明は、 科学 許 トップ 500 」と呼び、 一方、 日本人発明特許から 

技術政策研究や 進化経済学における 重要課題であ る。 選んだ 500 件を「日本人発明特許トップ 500 」と呼 

この課題のために、 特許における 科学論文の引用数 び、 区別する。 

の データであ る サ イェンスリンケージ 指標が貴重な 

定量データとして 用いられてきた。 しかし、 この 指 3. 有力特許の特性 

標は論文の引用度によって 特許と論文のリンケージ まず、 有力特許自体の 属性について 概観する。 世 

の大きさを示しているが、 どのような論文が 引用さ 界特許トップ 500 の分野別の内訳を 見ると、 ライフ 

れたのかを示すことはできない。 サ イェン ス が 4 割以上を占めており、 情報通信 とナ 

そこで、 本研究では、 有力特許に引用された 科学 ノテクノロジー・ 材料が続いている ( 表 lL 。 なお、 

論文のリストを 作成し、 それを科学論文データベー 特許にほ IPC( 国際特許分類 ) が付与されているが、 

スと照合させることに ょ り、 特許化された 技術の源 科学技術政策の 検討に適していないため、 ここでは 

泉 となった科学論文の 特性を分析した 1,2 。 lPC 分類を科学技術基本計画の 重点分野 (4 分野 ) 

に対応させた 分類を用いた 3 。 

2. 使用チータ 

特許における 引用についての 信頼できる情報が 入 表 1 世界特許トップ 500 の分野別の内訳 

分野 手できる米国登録特許のデータベースを 用い、 そこ                     特許件数                       割合 

ライフサイェン ス 
から有力特許として、 1996 年～ 2000 年に登録され 

221                   44.2%   

15.9K 
た 特許の被引用度上位 500 件を選んだ。 これは、 同 57.5                 11.5%   """""""--"-"" 脩報 """"""-""""""" ナノ 丁 一 正信 ， クノロン 一 … … -""--"""""""""""""""""" ""-"""""" 、 ・ 一 ・材料 ‥ "--- ;  「 一 -- 79.5  一 " ; ; 一 -                                                   

珪境 期間の米国登録特許数の 上位 0 ． 07% に相当し、 精選   Ⅰ 2               2.4% 
その他 された特許であ るということができる。 その 50(M 件 Ⅰ 30                 26.0% 

の 特許のフロントページにおいて 関連文献として 引 注 : 枝数の分野に 分類される特許は 均等に案分して 計上した   

片 された論文等のリストを 作成し、 それを科学論文 
の データベースであ る SCI と照合させて 書誌情報 一方、 日本人発明特許トップ 500 については、 ナ 

を 取得し、 引用された科学論文と 引用元の特許の 両 ノテクノロジー・ 材料が 30.5% と最も多く、 情報通 

方の情報を含むデータセットを 作成した。 信 (22.8%) が続いており、 世界特許トップ 500 と 

本研究では、 同様のデータセットを 日本人発明 特 大きな違いがあ る。 

許についても 作成し、 必要に応じて 比較対象とする。 世界特許トップ 500 の発明者の国籍別内訳を 見る 

す な む ち、 米国登録特許のうち、 日本人が発明した と、 米国特許を対象としたデータであ ることを反映 

特許の被引用度上位 500 件に引用された 科学論文の して米国人発明特許が 82.6% と大部分を占めている 

データセットを 作成した。 が 、 日本人発明特許が 5.1% で、 米国人以覚では 最も 

以下では、 米国登録特許全体から 選んだ 500 件を 、 高い割合となっている。 
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4. 有力特許における 引用の状況 

米国特許において 引用される資料は、 (1) 先行特許、 

(m) 科学論文、 (3) その他の資料 ( 新聞記事、 解説記事 

など ) 、 03 種類に分類できる。 世界特許トップ 500 

においてはⅠ 1) の 引用が 12.938 回、 (2) が 8,096 回、 

(m) が 1,949 回となっている。 

このような引用の 状況を分野間で 比較すると ( 図 

1) 、 先行特許の引用回数 ( 特許Ⅰ 件 当たり 10 数 回 

から 20 数日 ) の分野による 違いは比較的少ないが、 

科学論文の引用に 関しては、 ライフサイェンス 特許 

で 25.5 回、 ナノテクノロジー・ 材料特許では 4.8 回 

であ り分野による 違いが大きい。 なお、 このような 

特許 1 件当たりの科学論文引用回数が「サイェン ス 

リンケージ」であ るが、 世界特許トップ 500 全体の 

値は 16.2 であ り、 米国特許全体の 値 (1996 一 2000 

年の平均が 1.9) に比較して、 はるかに大きい。 

なお、 日本人発明特許トップ 500 についても同様 

のデータを作成したところ、 全般的に引用回数が 少 

なく、 特に、 科学論文の引用回数が 少なかった ( サ 

イェンスリンケージは 1.7L 。 ただし、 情報通信とナ 

ノテクノロジー・ 材料の サ イェンスリンケージがラ 

イフサイェン ス の値を上回るという 特徴が見られた。 

～ 3500 編程度であ る 4 。 そのうち SCU 収録論文であ 

ることが確認でき、 詳細な書誌情報を 付与すること 

のできた論文 2453 編を分析対象とした。 

この 2453 編の科学論文が 有力特許に引用された 

回数の分布を 調べたところ、 被 引用回数の最大値は 

19 回 (1 編 ) であ り、 15 回以上の論文が 1(M 編、 ㎎ 

回 以上の論文は 27 編であ った。 一方、 1 回のみ引用 

された論文は 全体の 69.2% を占め、 2 回引用された 

論文と合わせると 全体の 80.0% を占めている。 

図 2 に、 分析対象の科学論文の 出版年別内訳を 示 

した。 1980 年代後半から 1990 年代前半にかけて 出 

版された論文が 多く、 1985 一 1994 年に出版された 

論文 (1905 編 ) は全体の 77.7% を占めている。 論 

支出版年の最頻値は 1993 年 (257 編 ) 、 平均値は 

1990 年であ る。 なお、 引用元の世界特許トップ 500 

は 1996 一 2000 年に登録された 特許であ るので、 科 

学論文の出版 年と 、 それを引用する 特許の登録 年の 

タイムラグは 概ね 7 ～ 8 年、 あ るいはそれ以上であ 

ると考えられる。   
    

先行特許■科学拙文 ロ その他 

  

  

百文 出 Ⅰ 年 

図 2 世界特許トップ 500 に引用された 科学論文     

出版年別内訳 

  
                

特 許 ・ 文 舐の引用 回接 ( 特許 l 件 当た ヂ 
次に、 有力特許に引用された 科学論文の国別内訳 

図 1 世界特許トップ 500 に引用された 特許・科学論文等 
を 分析する。 図 3 は、 世界特許トップ 500 に引用さ 

れた 2453 編の科学論文の 国別論文教シェアを 示す。 

米国の論文が 60.1% を占め、 イギリスが 6.9% 、 日 

5. 引用された科学論文の 特性 木 が 6,2% と続いている。 この日本のシェアの 集計 

以下、 「有力特許に 引用された科学論文」に 焦点を が本研究の主要な 目的であ ったが、 以下では、 この 

絞る。 世界特許トップ 500 において、 科学論文は延 データの解釈を 深めるための 分析を行かう。 

べ 8096 回引用されているが、 同一の論文が 複数回 

引用されている 場合もあ り、 実際の論文数は 3000  4 特許における 科学論文の引用は、 書誌情報が不完全であ ることも 

多いため、 重複を排除した 科学論文数の 正確な集計は 困難であ る。 
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構文化シェア 

    l0 Ⅹ 2 ㎝ 30 Ⅰ 4 ㎝ 50 Ⅰ 6 ㎝ 7 ㎝ 次に、 有力特許と引用された 科学論文の関係につ 

いて、 国際間の引用の 流れという視点から 分析する。 

表 2 は、 表側に世界特許トップ 500 の発明者の国籍、 

表 頭に科学論文の 著者の所属国を 示しており、 どの 

国の発明者の 特許がどの国の 論文を引用しているの 

かを見ることができる。 

表 2 特許から科学論文への 国 捺間 引用の流れ 
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なお、 比較のために、 日本人発明特許トップ 500 

に引用された 科学論文 (360 編 ) の国別シエアを 見 

ると、 米国が 34.9% と最も大きく、 日本が 27.8% で 

続いている。 また、 イギリスのシェア (2.2%) が 小 

さく、 逆にドイツ (6.4%) やスイス (5.2%) のシ 

ェアが比較的大きいことが 特徴であ る。 

さて、 図 3 に示した科学論文の 国別内訳は、 経年 

的にどのように 変化したのだろうか。 図 4 には、 分 

析 対象とした 20 年間を 4 期間に区切り、 引用され 

た科学論文の 数 ( 棒グラフ ) を示すとともに、 日本 

と米国のシェア ( 折れ線 ) を示している。 日本のシ 

ェアは、 20 年間に大きく 変化したわけではないが、 

1980 年代前半と 1990 年代後半のシェアは 若干低い。 

一方、 米国のシェアはほ ほ 一貫して増加傾向にあ る。 

注 : 表 中の数値は世界特許トップ 500 による科学論文の 引用回数   

表 2 より、 各国の科学論文とも 被 引用回数の大部 

分が米国人発明特許からの 引用であ ることがわかる。 

日本の論文の 被引用回数 301 回のうち、 米国人発明 

特許による引用が 274 回を占めているが、 日本人発 

明特許による 引用回数は 2 回に過ぎない。 

この表 2 の分析を踏まえて、 先に図 3 に示した日 

本のシェアの 6.2% という値を評価してみよう。 世 

界 特許トップ 500 に引用された 論文の多くは 1980 

年代後半から 1990 年代前半に出版されているが、 

その時期の SCI 収録論文に占める 日本の論文の 割 

合は 7.6% であ る 5 。 これと比較すると 6.2% という 

値は若干少ないことは 確かであ る。 しかし、 表 2 か 

ら分かるよ う に、 科学論文の大部分が 米国人発明特 

許に引用されたものであ り、 米国の論文教シェアが 

大きくなる傾向があ る。 そのような状況においても 

6.2% のシェアを占めているので、 「日本の論文は 発 

表した論文の 数に見合った 程度に引用されている」 

と言うことはできよう。 

別の観点からの 分析として、 特許発明の源泉とな 

ったこれらの 科学論文が、 ナショナル・ イ / ベーショ 

ン ・システムのどのセクタ 一で生産されたのかを 調 

べた。 図 5 に、 著者の所属機関のセクタ 一別の被 引 
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周回数を示したが、 世界各国の組織・ 機関を完全に 

分類することは 不可能であ るため、 「不明」のデータ 

があ る。 

いずれの国においても 大学の割合が 最も大きく、 

世界全体で見ると 5 割以上を占めている。 大学は科 

学論文全般の 生産において 中心的存在であ るが、 特 

許発明に引用された 論文の生産でも 主要な役割を 果 

たしていることがわかる。 世界全体については、 大 

学に続いて企業、 政府研究機関の 順に大きい割合と 

なっている。 

日本は 、 他の国と比較して 大学の割合が 特に高く、 

また政府研究機関の 割合が小さいことが 特徴であ る。 

国によって研究開発システムが 異なるので単純に 比 

較 できないが、 日本の政府研究機関は 特許発明の源 

泉となる研究成果を 十分に生み出していなかったの 

ではないかという 疑問を起こさせる 結果であ る。 

末日 

イギリス 

日本 

ド イソ 

。 の 他 

全体 

㏄ l ㎝ 2 ㎝ 8 ㎝ 4 ㎝ 5 ㎝ 6 ㎝ 7 ㎝ 0 ㏄ 9 ㎝ l00 Ⅹ 

  四大学   政府ノ金車 口 非営利枝 曲 ・病院 ロ その他日不明 一   

図 5 世界特許トップ 500 に引用された 科学論文     

国別・セクタ 一別の被引用回数 

さらに、 分野別および 主要国別の被引用回数を 調 

べた ( 表 3L 。 日本の論文は、 ライフサイエンスにお 

けるシェアが 相対的に低いが、 ナノテクノロジー・ 

材料分野および 情報通信分野に 関しては世界の 発明 

者から米国の 論文に次いで 参照されていることがわ 

かる。 
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6. まとめ 

本研究により、 日本の科学論文は、 特許発明の源 

泉という点で 米国とイギリスに 次ぐ影響力を 有して 

いることが確認できた。 しかし、 政府研究機関の 影 

智力が他の国に 比較して小さいという 問題点が明ら 

かになった。 また、 日本のライフサイェン ス に関し 

ては、 そもそも特許件数が 少ないこと、 特許発明に 

おける科学知識の 活用が盛んでないこと、 という 2 

つの面での特許の " 弱点 " が浮き彫りになり、 また、 

科学論文の問題点として、 特許発明の源泉となった 

科学論文が相対的に 少ないことが 判明した。 

ただし、 本研究は、 特許による科学論文の 引用が、 

特許発明とその 源泉となった 科学研究とのリンケー 

ジを示すデータであ るという仮定を 前提にしている。 

本稿に述べた 分析結果およびその 解釈を裏 付けるた 

めには、 今後、 多様な側面からの 研究が必要であ る。 

謝辞 : 本研究の実施に 際しては、 有力特許データベース 

の作成に関して 米国 CHIResearchInc. の助力を得た。 ま 

た、 三井情報開発㈱の 新野聡一郎、 陣門 亮 浩の両氏より 

情報処理の支援を 受け、 科学技術政策研究所客員研究官 

の玉田俊平太、 鈴木潤の両氏より 全般的な助言をいただ 
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